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第３章 消費 

１ 高圧ガスの消費に係る手続き 

 

  次のいずれかに該当する高圧ガスの消費者（以下「特定高圧ガス消費者」という。）

は、消費開始の日の 20日前までに届け出なければならない。 

  

 

 ○政令で定める種類の高圧ガス 

  ①特殊高圧ガス 

   (1)モノシラン   (2)ホスフィン   (3)アルシン   (4)ジボラン 

   (5)セレン化水素  (6)モノゲルマン  (7)ジシラン 

 

  ②特定高圧ガス 

   次表に定める種類の高圧ガスを、同表に定める数量以上貯蔵して消費する者。    

高圧ガスの種類 数     量 

圧縮水素 

圧縮天然ガス 

液化酸素 

液化アンモニア 

液化石油ガス 

（液化石油ガスの保安の確保及

び取引の適正化に関する法律

第２条第２項の一般消費者が

消費するものを除く。） 

液化塩素 

容 積           300m3 

容 積           300m3 

質 量          3,000kg 

質 量          3,000kg 

質 量          3,000kg 

（液化石油ガスの保安の確保及び取引の

適正化に関する法律施行令第２条各号

に掲げる者が消費する液化石油ガスの

貯蔵設備にあっては、10,000kg） 

質 量          1,000kg 

 

  ③導管により供給を受けて消費する者 

   上表に定める種類の高圧ガスを、導管により供給を受けて消費する者。 
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（１）特定高圧ガス消費届（第 24条の２） 

 

  特定高圧ガス消費者は、事業所ごとに消費開始の日の 20 日前までに届け出なけ

ればならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①特定高圧ガス消費届書 

  ②委任状（必要な場合） 

  ③消費施設等明細書 

  ④消費施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項 

  ⑤高圧ガス設備機器一覧表 

  ⑥配置図、機器構造図、強度計算書等 

 

   

 ○注意事項 

  ・ 「特定高圧ガス消費届書」は一般高圧ガス保安規則適用の場合は「一般」、液

化石油ガス保安規則適用の場合は「液石」の項目を○で囲むこと。 

  ・ 「消費施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項」は一般高圧ガ

ス保安規則適用の場合は一般高圧ガス保安規則第 55 条、液化石油ガス保安規

則適用の場合は液化石油ガス保安規則第 53 条の技術上の基準について対応事

項を記入すること。 

  ・ 防消火設備、除害設備等の保安設備に関しては、能力計算書を添付すること。 
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（法第 24 条の２第１項関係） 

特 定 高 圧 ガ ス 消 費 届 書 
一般 

液石 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

消費をする特定高圧ガスの種類  

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地  

事 業 所 所 在 地  

  

年  月  日 

代表者 氏名              

 

富 山 県 知 事        

                         殿 

 

 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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消費施設等明細書（記載例） 

 

１．消費の目的 

   

  ○○○○（ガス名）を△△△△（用途）に消費するため、○○○○消費設備を設

置します。 

 

２．消費の方法 

 

  ○○○○をタンクローリーから貯槽に受入れます。受入れた○○○○は蒸発器で

気化させ、○○MPaに減圧後、消費します。 

 

３．消費に係る貯蔵能力 

 

   ○○○○（kg） 

 

＜貯蔵能力の算定＞ 

（１）圧縮ガスの場合 

  Ｑ＝（10Ｐ＋１）×Ｖ  Ｐ： 35℃における最高充てん圧力（MPa） 

              Ｖ：内容積（m3） 

 

（２）液化ガスの場合 

  イ 貯蔵設備が貯槽の場合 

  Ｗ＝0.9×ω×Ｖ     ω：常用温度における比重（kg/L） 

   ＝（数値代入）     Ｖ：貯槽内容積（Ｌ） 

   ＝○○○○（kg） 

 

   ロ 貯蔵設備が容器の場合 

    Ｗ＝Ｖ2/Ｃ2       Ｖ2：容器内容積 

                Ｃ2：容器保安規則第 22条に定める数値 
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高圧ガス設備機器等一覧表 

（貯槽） 

機器番号 機器名称 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

主要寸法

（mm） 

（D×L,H） 

内容積 

（m3） 

材質 
計算必要肉厚 

（mm） 

使用肉厚 

（mm） 
圧力（MPa） 温度（℃） 耐震設計

の有無 
摘要 備考 

胴 鏡 胴 鏡 胴 鏡 設計 常用 設計 常用 

                   

                   

                   

 

（蒸発器等） 

機器番号 機器名称 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

内容積 

（m3） 

公称能力 

（kg/h） 

材質 
計算必要肉厚 

（mm） 

使用肉厚 

（mm） 
圧力（MPa） 温度（℃） 耐震設計

の有無 
摘要 備考 

胴 鏡 胴 鏡 胴 鏡 設計 常用 設計 常用 

                   

                   

                   

 

（ポンプ、圧縮機等） 

機器番号 機器名称 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

公称能力・吐出量 

（L/h） 

（m3/h） 

吐出圧力 

（MPa） 
材質 

計算必要肉厚 

（mm） 

使用肉厚 

（mm） 

圧力（MPa） 温度（℃） 
摘要 備考 

設計 常用 設計 常用 

               

               

               

 

（配管） 

配管番号 
呼び径 

（Ａ・Ｂ） 
ガス名 

外径 

（mm） 
スケジュール 

番号 
材質 

計算必要

肉厚 

（mm） 

使用肉厚 

（mm） 

圧力（MPa） 温度（℃） 
管の許容引張

応力（N/mm2） 
溶接効率 

認定の 

有無 

耐震設計 

の有無 
備考 

設計 常用 設計 常用      

                 

                 

                 

 

 

＜摘要＞ 特：特定設備検査受検品      認：大臣認定品 

保：高圧ガス保安協会検査受検品  完：完成検査時検査 
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（一般弁類） 

弁番号 弁の種類 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

呼び径 

（Ａ・Ｂ） 

材質 計算必要 

肉厚（mm） 

使用肉厚 

（mm） 

圧力（MPa） 温度（℃） 
認定の有無 備考 

本体 弁体 設計 常用 設計 常用 

               

               

               

 

（緊急遮断弁、調整弁） 

弁番号 弁の種類 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

呼び径 

（Ａ・Ｂ） 

材質 計算必要 

肉厚（mm） 

使用肉厚 

（mm） 

圧力（MPa） 温度（℃） 
認定の有無 備考 

本体 弁体 設計 常用 設計 常用 

               

               

               

 

（安全弁、逃し弁、破裂板） 

弁番号 
安全弁等の 

種類 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

呼び径 

（Ａ・Ｂ） 

材質 計算必要 

肉厚（mm） 

使用肉厚 

（mm） 

圧力（MPa） 温度（℃） 設定圧力

（MPa） 

規定 

吹出量 

（kg/h） 

所要 

吹出量 

（kg/h） 

認定の

有無 
備考 

本体 弁体 設計 常用 設計 常用 

                  

                  

                  

 

（温度計） 

機器番号 温度計の種類 
メーカー名 

・型番・型式 
測定範囲

（℃） 

常用温度

（℃） 
備考 

      

      

      

 

（圧力計） 

機器番号 圧力計の種類 
メーカー名 

・型番・型式 
測定範囲

（MPa） 

常用圧力

（MPa） 
備考 
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一般高圧ガス保安規則第 55条第１項  

消費施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項（定置式製造設備） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 境界線、警戒標 事業所の境界線を明示し、警戒標を掲げます。 設備配置図 

２号 保安距離 貯蔵設備及び減圧設備の外面から次の保安距離を確保

します。 

貯蔵量        kg（m3） 

 第一種設備距離 第二種設備距離 

保安物件名   

法定距離 ｍ ｍ 

実際距離 ｍ ｍ 
 

保安距離図 

３号 火気取扱施設 

流動防止措置 

（特） 

・貯蔵設備等の外面から火気を取り扱う施設まで８ｍ

以上の距離を確保します。   （実際   ｍ） 

・距離がとれないため、防火壁、障壁、二重扉又は特

殊高圧ガスが漏えいしたときに連動装置により直ちに

当該火気を消すことができる構造のものを設置しま

す。 

設備距離図 

障壁構造図 

４号 消費設備の室の構造 

（可） 

製造施設を設置する室は、ガスが漏えいしたときに滞

留しない構造とします。 

＜換気方法＞ ・自然換気：２方向 （  ）cm2/m2 

       ・強制換気：能  力 （  ）L/min 

室の構造図 

換気面積計算図 

換気装置の換気能力 

５号 消費設備に使用する材料 ガス設備に使用する材料は適切なものを使用し、告示

で定める材料は使用しません。 
高圧ガス設備

機器一覧 

６号 消費設備の基礎 

（100m3又は１t 以上） 

消費設備の基礎は、不同沈下等により当該消費設備に

有害なひずみが生じないものとし、貯槽の支柱又は底

部は同一の基礎に緊結します。 

 

７号 貯蔵設備等の耐圧、気密

性能 

貯蔵設備等は常用圧力の 1.5 倍以上の圧力で行う耐圧

試験及び常用圧力以上の圧力で行う気密試験等を実施

します。 

高圧ガス設備

機器一覧 

８号 貯蔵設備等の強度 貯蔵設備等は常用圧力又は常用温度において発生する

最大の応力に対し、十分な強度を有するものを使用し

ます。 

強度計算書 

９号 排気ダクトの系統分離 

（特） 

特殊高圧ガスの消費設備のダクトは、相互に反応する

ことにより災害に発生するおそれのある他の消費設備

の排気ダクトとは系統を別にします。 

フローシート 

10 号 
排気ダクトの気密な構造 

（特） 

特殊高圧ガスの消費設備及び除害設備並びに消費設備

に係る排気ダクトは気密な構造とします。 
 

11 号 

排気ダクトに生成物が堆

積しにくい構造 

（特） 

ジシラン、ホスフィン及びモノシランの排気ダクトは、

排気中の生成物が堆積しにくい構造とし、定期的に点

検し、生成物が堆積していた場合は速やかに除去しま

す。 

 

12 号 
容易に避難できる構造 

（特） 

特殊高圧ガスの消費設備を設置する室は、２方向以上

の出入口を設け、緊急時に容易に避難できる構造とし

ます。 

設備配置図 

※ （可）可燃性ガス、（水）：水素、（毒）：毒性ガス、（酸）：酸素、（特）：特殊高圧ガス 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

13 号 
圧力計、安全装置 消費設備等には圧力区分ごとに圧力計を設け、かつ、

適切な安全装置を設けます。 
安全弁の口径

計算書 

14 号 

安全弁の放出管 

（特） 

特殊高圧ガスの貯蔵設備等に設けた安全弁又は破裂板

には、放出管を設け、開口部の位置を除害設備内とし

ます。 

放出管の 

フローシート 

15 号 

逆流防止装置 

（特）（毒） 

特殊高圧ガス、液化アンモニア又は液化塩素の消費設

備に係る減圧設備と反応のための設備との間の配管に

は、逆止弁を設けます。 

設備配置図 

16 号 
負圧防止措置 

（可） 

可燃性ガス低温貯槽には、負圧防止のための圧力計、

圧力警報設備及び真空安全弁等を設けます。 
 

17 号 不活性ガス置換構造 

（特） 

特殊高圧ガスの消費設備は、内部のガスを不活性ガス

で置換できる構造又はその内部を真空にすることがで

きる構造とします。なお、当該不活性ガスの供給配管は

他の種類のガス、その他の流体に不活性ガスを供給す

る配管と系統を別にします。 

消費工程図 

（供給配管図） 

18 号 緊急遮断装置 

（特） 

特殊高圧ガスの貯蔵設備の配管には、安全な位置で操

作できる緊急遮断弁を設けます。 
フローシート 

19 号 排気ダクト異常早期発見

装置 

（特） 

特殊高圧ガスの消費設備に係る排気ダクトには、異常

を早期に発見するため、微差圧力計を設置します。 
 

20 号 保安電力 

（特） 

特殊高圧ガスの保安設備には保安電力等を確保し、停

電等によりその機能が失われることのないような措置

を講じます。 

保安電力一覧 

21 号 排気ガスの除害 

（特） 

特殊高圧ガスの消費設備から排出されたガスは、除害

設備により除害します。 
 

22 号 除害措置 

（特）（毒） 

特殊高圧ガス、液化アンモニア又は液化塩素の消費設

備には、適切な除害措置を講じます。 

 ①適切な拡散防止措置を講じます。 

  方法： 

 ②除害方法及び除害剤の保有量 

  イ．除害方法： 

  ロ．除害剤の保有量    

除害剤の種

類 

法定数量 保有数量 

   

   

 ③除害作業に必要な保護具 

保護具の種

類 

法定台数 保有台数 

   

   
 

除外設備の構造図 

 

除外設備能力計算書 

23 号 配管等の接合 

（特）（毒） 

特殊高圧ガス、液化アンモニア又は液化塩素の消費設

備に係る配管、バルブ等の接合は溶接によるものとし

ます。ただし、溶接による接合が不適当な部分は、十分

な強度を持ったフランジ又はねじ接合継手による接合

とします。 

 

24 号 配管の二重管 

（特）（毒） 

特殊高圧ガス、液化アンモニア又は液化塩素の消費設

備に係る配管は、ガスの性状、圧力、周辺の状況に応じ、

必要な箇所を二重管とします。 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

25 号 静電気除去措置 

（可） 

可燃性ガス消費設備には、静電気を除去する措置を講

じます。 
 

26 号 ガス漏えい検知警報設備 消費設備には、漏えいするガスが滞留するおそれのあ

る場所に適切なガス漏えい検知警報設備を設置しま

す。 

検知警報器 

配置図 

27 号 防消火設備 

（可）（酸）（特） 

消費施設には、防消火設備を設けます。 

 ①防火設備の概要 

防火設備の種

類 

保有水量 法定能力 実際能力 

    

    

 ②消火設備の概要 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

防消火設備 

配置図 

 

散水能力計算書 

28 号 通報設備 緊急時の事業所内連絡のため、通報設備を整えます。 

通報範囲 通報設備の種類 

イ.当該事業所の保安統
括者等が常駐する事務
所と現場事務所との間 

ロ.現場事務所相互間 

 

事業所内全体  

事務所相互間  

 

 

29 号 バルブ等の操作に係る適

切な措置 

イ バルブ等には当該バルブ等の開閉方向及び開閉状

態を明示します。 

ロ バルブ等に係る配管には、内部の流体の種類及び

流れ方向を表示します。 

ハ 保安上重要なバルブの内、通常使用しないバルブ

は施錠封印等の措置を講じます。 

ニ バルブ等の操作位置には、当該バルブ等を確実に

操作するため必要な足場を設けるとともに、必要な

照度を確保します。 

 

30 号 貯槽の沈下状況測定 貯槽には沈下状況を測定するための措置を講じ、告示

に定めるところにより沈下状況を測定し、沈下してい

たものにあっては適切な処置を講じます。 
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一般高圧ガス保安規則第 55条第２項  

消費の方法の技術上の基準の対応事項 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 火気の使用制限 貯蔵設備等の周囲５m 以内においては、火気の使用を

禁じ、かつ、引火性又は発火性物質を置きません。 
設備配置図 

２号 油脂類等の除去 

（酸） 

液化酸素の消費は、バルブ及びその他の器具の油脂類

や可燃性物質を除去した後に行います。 
 

３号 日常点検 高圧ガスの消費は消費設備の使用開始時及び使用終了

時のほか、一日に一回以上消費をする高圧ガスの種類

及び消費設備の態様に応じ頻繁に消費設備の作動状況

について点検し、異常のあるときは、修理その他の危険

を防止する措置を講じます。 

 

４号 内部を不活性ガスで

置換できる構造 

（特） 

消費設備の内部のガスを不活性ガスで置換できる構造

又は消費設備の内部を真空にできる構造とします。 
消費設備の 

工程図 

５号 

イ 

消費設備の修理等の

計画 

修理等をするときは、あらかじめ、修理等の作業計画及

び当該作業の責任者を定め、当該計画に従い、かつ、責

任者の監視の下に行います。また、異常があったときに

直ちにその旨を当該責任者に通報するための措置を講

じます。 

 

ロ 消費設備の修理等 

（可）（毒）（酸） 

可燃性ガス、毒性ガス又は酸素の消費設備の修理等を

するときは、内部のガスをそのガスと反応しにくいガ

ス又は液体で置換する等の危険を防止するための措置

を講じます。 

 

ハ 消費設備の修理等（開

放） 

修理等のため作業員が消費設備を開放し、又は消費設

備内に入るときは、次に掲げる措置を講じます。 

（イ） ロの規定による置換に使用されたガス又は液

体を空気で再置換すること。空気による再置換

の結果を酸素測定器等により測定し、酸素の濃

度が 18～22％になったことを確認するまで空気

による置換を行うこと。 

（ロ） 毒性ガスの設備にあっては、当該設備を開放

し、又は当該設備に入る直前にガス検知器等に

より当該毒性ガスの濃度が許容濃度以下である

ことを再確認すること。 

（ハ） 特殊高圧ガスの設備内に入る場合には、呼吸用

保護具を使用すること。 

 

ニ 漏えい防止 消費設備を開放して修理等するときは、当該開放部分

の前後のバルブ又はコックを確実に閉止し、かつ、仕切

板を施します。 

 

ホ 作動確認 修理等が終了したときは、正常に作動することを確認

した後に製造します。 
 

６号 バルブ操作 消費設備に設けたバルブを操作する場合には、バルブ

の材質、構造及び状態を勘案して過大な力を加えない

よう必要な措置を講じます。 
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液化石油ガス保安規則第 53条第１項  

消費施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項（定置式製造設備） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 境界線、警戒標 事業所の境界線を明示し、警戒標を掲げます。 設備配置図 

２号 保安距離 減圧設備の外面から次の保安距離を確保します。 

貯蔵量        kg（m3） 

 第一種設備距離 第二種設備距離 

保安物件名   

法定距離 ｍ ｍ 

実際距離 ｍ ｍ 
 

保安距離図 

３号 火気取扱施設 

流動防止措置 

 

・貯蔵設備等の外面から火気を取り扱う施設まで８ｍ

以上の距離を確保します。 （実際    ｍ） 

・距離がとれないため、防火壁、障壁、二重扉又は可

燃性ガスが漏えいしたときに連動装置により直ちに当

該火気を消すことができる構造のものを設置します。 

設備距離図 

障壁構造図 

４号 消費設備の室の構造 消費設備を設置する室は、ガスが漏えいしたときに滞

留しない構造とします。 

換気の方法 必要換気面積 実際換気面積 

自然換気の面

積 

m2 m2 

換気装置の能

力 

m3/min m3/min 

 

室の構造図 

換気面積計算書 

換気装置の換気能力 

５号 ガス漏えい検知警報

設備 

消費設備には、漏えいするガスが滞留するおそれがあ

る場所に適切なガス漏えい検知警報設備を設置しま

す。 

検知警報設備

配置図 

６号 貯蔵設備等の耐圧、

気密性能 

貯蔵設備等は常用圧力の 1.5 倍以上の圧力で行う耐圧

試験及び常用圧力以上の圧力で行う気密試験等を実施

します。 

高圧ガス設備

機器一覧表 

７号 消費設備に使用する

材料 

消費設備に使用する材料は適切なものを使用し、告示

で定める材料は使用しません。 
高圧ガス設備

機器一覧表 

８号 消費設備の基礎 

（100m3又は１t以上） 

消費設備の基礎は、不同沈下等により当該消費設備に

有害なひずみが生じないものとし、貯槽の支柱又は底

部は同一の基礎に緊結します。 

 

９号 消費設備等の強度 貯蔵設備等は常用圧力又は常用温度において発生する

最大の応力に対し、十分な強度を有するものを使用し

ます。 

強度計算書 

10 号 負圧防止措置 低温貯槽には、負圧防止のための圧力計、圧力警報設備

及び真空安全弁等を設けます。 
 

11 号 圧力計、安全装置 貯蔵設備等には圧力区分ごとに圧力計を設け、かつ、

適切な安全装置を設けます。 
安全弁の口径

計算書 

12 号 静電気除去措置 消費設備には、静電気を除去する措置を講じます。  
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条項 基準項目 対応事項 資料 

13 号 防消火設備 消費設備には、防消火設備を設けます。 

 ①防火設備の概要 

防火設備の種

類 

保有水量 法定能力 実際能力 

    

    

 ②消火設備の概要 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

散水能力計算書 

 

保安設備配置図 

14 号 バルブ等の操作に係

る適切な措置 

イ バルブ等には当該バルブ等の開閉方向及び開閉状

態を明示します。 

ロ バルブ等に係る配管には、内部の流体の種類及び

流れ方向を表示します。 

ハ 保安上重要なバルブの内、通常使用しないバルブ

は施錠封印等の措置を講じます。 

ニ バルブ等の操作位置には、当該バルブ等を確実に

操作するため必要な足場を設けるとともに、必要な

照度を確保します。 

 

15 号 貯槽の沈下状況測定 貯槽には沈下状況を測定するための措置を講じ、告示

に定めるところにより沈下状況を測定し、沈下してい

たものにあっては適切な処置を講じます。 
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液化石油ガス保安規則第 53条第２項  

消費の方法の技術上の基準の対応事項 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 火気の使用制限 貯蔵設備等の周囲５m 以内においては、火気の使用を

禁じ、かつ、引火性又は発火性物質を置きません。 
設備配置図 

２号 日常点検 液化石油ガスの消費は消費設備の使用開始時及び使用

終了時のほか、一日に一回以上消費設備の態様に応じ

頻繁に消費設備の作動状況について点検し、異常のあ

るときは、修理その他の危険を防止する措置を講じま

す。 

 

３号 

イ 

ガス設備の修理等の

計画 

修理等をするときは、あらかじめ、修理等の作業計画及

び当該作業の責任者を定め、当該計画に従い、かつ、責

任者の監視の下に行います。また、異常があったときに

直ちにその旨を当該責任者に通報するための措置を講

じます。 

 

ロ ガス設備の修理等 消費設備の修理等をするときは、内部のガスを液化石

油ガスと反応しにくいガス又は液体で置換する等の危

険を防止するための措置を講じます。 

 

ハ ガス設備の修理等（開

放） 

修理等のため作業員が消費設備を開放し、又は消費設

備内に入るときは、ロの規定による置換に使用された

ガス又は液体を空気で再置換すること。空気による再

置換の結果を酸素測定器等により測定し、酸素の濃度

が 18～22％になったことを確認するまで空気による置

換を行うこと。 

 

ニ 漏えい防止 消費設備を開放して修理等するときは、当該開放部分

の前後のバルブ又はコックを確実に閉止し、かつ、仕切

板を施します。 

 

ホ 作動確認 修理等が終了したときは、正常に作動することを確認

した後に製造します。 
 

４号 バルブ操作 消費設備に設けたバルブを操作する場合には、バルブ

の材質、構造及び状態を勘案して過大な力を加えない

よう必要な措置を講じます。 
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（２）特定高圧ガス取扱主任者選任（解任）届（第 28条第２項） 
 

  特定高圧ガス消費者は、事業所ごとに、特定高圧ガス取扱主任者（以下「取扱主

任者」という。）を選任し、遅滞なく届け出を行わなければならない。 

  また、取扱主任者を変更する場合も同様である。 

 

 

 ○提出書類 

  ①特定高圧ガス取扱主任者届書 

  ②経歴証明書 

  ③特定高圧ガス取扱主任者講習修了証の写し 

④製造保安責任者免状等の写し 

 

 

 ○注意事項 

  選任要件は以下のとおり。 

  ① 特定高圧ガスの製造又は消費に関して１年以上の経験を有する者。（提出書類

は①、②が必要） 

  ② 大学・高専（理学・工学）卒業者（提出書類は①、②が必要） 

  ③ 高圧ガス保安協会が行う特定高圧ガス取扱主任者講習修了者（提出書類は

①、③が必要） 

  ④ 工業高校卒業者で、特定高圧ガスの製造又は消費に関して６か月以上の経験

を有する者。（提出書類は①、②が必要） 

  ⑤ 甲種化学・機械、乙種化学・機械、丙種化学、第一種販売主任者免状所有

者。（提出書類は①、④が必要） 

  



127 

 

（法第 28条第３項関係） 

特定高圧ガス取扱主任者届書 
一般 

液石 

（選任） 

（解任） 

×整 理 番 号       

×受理年月日  年  月  日 

消費する特定高圧ガスの種類  

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

事 業 所 所 在 地                 

選 

任 
取 扱 主 任 者 の 氏 名            

解 

任 
取 扱 主 任 者 の 氏 名            

選任 

解任 
年    月    日   年  月  日 

解 任 の 理 由               

    

     年  月  日 

 

代表者 氏名              

 

 

富 山 県 知 事        

                         殿 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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経験証明書 

氏 名 

 

職 歴 

   年  月 ～    年  月 

 

 上記において高圧ガスの  販売  業務に従事 

              製造 

              消費 

高圧ガス取扱 

経 験 年 数 

取扱ガス名 

 ・ 

年   

上記のとおり相違ありません。 

 

   年  月  日 

 

代表者氏名             

 

 

 

【この様式が必要となる届出】 

・取扱主任者（特定高圧ガス消費者） 

・販売主任者 

・冷凍保安責任者 
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（３）特定高圧ガス消費施設等変更届（第 24条の４第１項） 

 

特定高圧ガス消費者は、消費のための施設の位置、構造もしくは設備の変更（軽微な変更を

除く。）の工事をしようとするときは、あらかじめ、届け出なければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①特定高圧ガス消費施設等変更届書 

  ②委任状（必要な場合） 

  ③消費施設等変更明細書 

  ④消費施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項 

  ⑤高圧ガス設備機器一覧表 

  ⑥配置図、機器構造図、強度計算書等 

 

 

 ○注意事項 

  ・ 「消費施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項」については、原則として

消費施設の変更により、技術上の基準に変更がある部分のみその対応事項を記載するこ

と。 

・ 軽微な変更の工事に該当する主な工事は以下のとおりである。 

   ① 貯槽を除く貯蔵設備等の取替え（一般高圧ガス保安規則第 55 条第１項第８号及び液

化石油ガス保安規則第 53 条第１項第９号に規定する製造することが適切であると経済

産業大臣が認める者が製造したもの又は保安上特段の支障がないものとして認められ

たものへの取替えに限る。）の工事であって、当該設備の貯蔵能力の変更を伴わないも

の。 

   ② 消費設備（貯蔵設備等を除く。）の変更の工事。 

   ③ 消費設備以外の消費施設に係る設備の変更の工事。 

   ④ 消費施設の機能に支障を及ぼすおそれのない消費設備の撤去の工事。 
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（法第 24条の４第１項関係） 

特 定 高 圧 ガ ス 消 費 施 設 等 

変 更 届 書      

一般 

液石 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地  

事 業 所 所 在 地  

変 更 の 種 類  

  

     年  月  日 

代表者 氏名              

 

富 山 県 知 事        

                           殿 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 

３  二以上の変更の届出を同時に行う場合には、「変更の種類」の欄に一括届出

である旨を記載すること。 
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消費施設等変更明細書（記載例） 

 

 

１．変更の目的 

  

  液化石油ガス消費設備の増設を行うものです。 

 

 

２．変更の内容 

 

  塗装乾燥用焼却炉の増設に伴う配管の一部変更 

 

 

３．消費する特定高圧ガスの種類 

 

  液化石油ガス（変更なし） 

 

 

４．貯蔵能力 

 

  ○○○○kg（変更なし） 
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（４）特定高圧ガス消費廃止届（第 24条の４第２項） 

 

特定高圧ガス消費者は、特定高圧ガスの消費を廃止したときは、遅滞なく特定高圧ガス消費

廃止届書を提出しなければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①特定高圧ガス消費廃止届書 
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（法第 24条の４第２項関係） 

特定高圧ガス消費廃止届書 
一般 

液石 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地  

事 業 所 所 在 地  

消 費 廃 止 年 月 日    年  月  日 

消 費 廃 止 の 理 由  

  

年  月  日 

代表者 氏名             

 

富 山 県 知 事        

                        殿 

 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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（５）特定高圧ガス消費者承継届（第 24条の２第２項） 

 

特定高圧ガス消費者の地位を承継する場合は、承継後、遅滞なく特定高圧ガス消

費者承継届書を提出しなければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①特定高圧ガス消費者承継届書 

  ②相続又は合併を証する書面（合併契約書等） 

   

 

 ○注意事項 

  ・ 相続の場合であって、相続人が２人以上あるときは、承継すべき相続人の選

定に係る全員の同意書を添付すること。 
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（法第 24条の２第２項関係） 

特定高圧ガス消費者承継届書 
一般 

液石 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

承継された特定高圧ガス消費者

の名称（事業所の名称を含む。） 
 

承 継 さ れ た 事 業 所 所 在 地  

承 継 後 の 名 称 

（事業所の名称を含む。） 
 

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地  

  

年  月  日 

代表者 氏名             

 

 

富 山 県 知 事        

                        殿 

 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。

 


